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１ 人口・世帯数の動向（１）

１－１ 人口の推移（全国、都、区部、多摩、島しょ）

１－２ 年齢階級別人口の推移

１－３ 人口のピラミッドの推移

１－４ 人口増減数の推移

１－５ 在留外国人割合の実績と推計

１－６ 世帯数の推移（家族類型別）

１－７ 高齢者世帯類型の推移

１－８ 高齢者の「すまい」の現状

１－９ 要介護度別認定者数の推移

１－10 世帯年収の状況
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１ 人口・世帯数の動向（２）

１－11 外国人人口の年齢別構成

１－12 国籍別在住外国人割合

１－13 区市町村別国籍別外国人人口

１－14 公営の借家における外国人のいる世帯の推移

１－15 種別ごとの外国人居住状況

１－16 夫婦と子供世帯の数

１－17   共働きの状況
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（資料）2020年以前の数値は全国・東京都ともに「国勢調査」／総務省

2025年以降の全国の数値は「日本の将来推計人口（令和５年推計）」／国立社会保障・人口問題研究所 による。

2025年～2065年の東京都の数値は「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局 による。

１ 人口・世帯数の動向

１－１ 人口の推移（全国、都、区部、多摩・島しょ）

3

全国（右軸）

◇ 東京都の総人口は、2030（令和12）年にピーク（1,426万人）を迎え、その後は減少が

続く。

◇ 多摩・島しょ部のピークは2025（令和７）年と区部に比べて10年早い。
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（資料）「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局
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◇ 老年人口の割合は、2020（令和２）年の22.7％から2030（令和12）年には23.4％、

2050（令和32）年には29.3％に上昇する見込みである。

◇ 生産年齢人口の割合は、2020（令和２）年の66.1％から2030（令和12）年には

66.5％へ上昇するものの、2050（令和32）年には60.8％に低下する見込みである。

１－２ 年齢階級別人口の推移

（資料）「未来の東京」戦略 version up 2023 附属資料 東京の将来人口 （令和６年８月）



（※１）団塊世代：1947～1949（昭和22～24）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう

（※２）団塊ジュニア世代：1971～1974（昭和46～49）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう
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１ 人口・世帯数の動向

１－３ 人口のピラミッドの推移

（資料）「国勢調査」／総務省、 「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局
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◇ 団塊世代（※１）と団塊ジュニア世代（※２）が高齢化していくとともに、年少人口及び生産年齢

人口の割合が低く、65歳以上の老年人口の割合が高い「つぼ型」に変化していく。
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１ 人口・世帯数の動向

１－４ 人口増減数の推移

（資料）H27→R2までは「国勢調査」／総務省、「人口動態統計」／厚生労働省、「東京都世帯数の予測（平成31年3月発行）」／東京都総務局 を基に作成

R2→R7以降は「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局 を基に作成
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◇ 今後は、自然減が一層拡大していく一方で、社会増は令和17年以降、ほぼ横ばいの予測と

なっており、東京の人口は減少を続ける見込み。



１ 人口・世帯数の動向
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◇ 東京の外国人人口は約72万人で、都内人口の約5.2％を占める（2025年１月１日）。

◇ 都内在留外国人は2022年度以降増加傾向。人口・割合ともに３年連続で過去最多を更新

◇ 2022年度以降の増加ペースが継続した場合、2035年にその割合は約１割に到達

１－５ 在留外国人割合の実績と推計

（資料）「令和７（2025）年度 第１回多文化共生推進委員会」／東京都生活文化局

「2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口 （令和７年３月）」／東京都政策企画局 、「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」／東京都総務局、

「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」／国立社会保障・人口問題研究所 を基に作成
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令和17年（2035年）にピーク

768万世帯

（資料）R22までは「国勢調査」／総務省、「東京都世帯数の予測（平成31年3月発行）」／東京都総務局 を基に作成

R27以降は東京都政策企画局による予測値

（備考）1. H2までは世帯の家族類型旧分類区分で記載。H22までの家族類型不詳世帯はその他に含む。

単独世帯の年齢不詳世帯は65歳未満世帯に含む。

2. 単位未満の四捨五入等により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 単独世帯の増加を背景に2035（令和17）年まで増加し、その後減少する。

◇ 世帯別に見ると、単独世帯の割合が増加し、特に高齢単身者の割合が増加する。

１－６ 世帯数の推移（家族類型別）
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（資料）東京都社会福祉基礎調査「高齢者の生活実態」／東京都福祉保健局

高齢者を含む世帯類型の推移（東京都）

高齢者のみの世帯 高齢者のみでない世帯
【参考】

※１ 高齢者は、65 歳以上の世帯員（本人を含む。）を指す。

※２ 令和２年度調査では、世帯員の調査方法を変更したため、これまでの世帯類型の分類から変えている。

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 65歳以上の高齢者を含む世帯のうち、高齢者のみの世帯（ひとりぐらし、配偶者と二人暮らし、

その他）の割合は、40年間で２倍以上となり、半数を超えている。

高齢者のみの世帯 高齢者以外がいる世帯

22.2 31.4 3.3 2.8 25.1 5.8 1.8 7.4
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ひとりぐらし 配偶者と二人暮らし その他 配偶者と二人暮らし 二世代（子供と同居） 三世代（親と子供、または子供と孫） その他 高齢者以外がいるか不明の世帯

１－７ 高齢者世帯類型の推移



１ 人口・世帯数の動向

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成 10

◇ 65歳以上の世帯員を含む世帯（約234万世帯（32.3％））についてみると、持ち家は約7

割、借家は約3割となっており、その他の世帯約490万世帯（67.7％）に比べ持ち家の比率

が高い。
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１－８ 高齢者の「すまい」の現状
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計 62.1万人

計 68.1万人

（資料）「介護保険事業状況報告（月報）」／厚生労働省、 高齢者保健福祉計画R6～R8／東京都福祉局

（注）実績値は各年4月末。予測値の最新版では内訳を行っていないため合計値を参照。

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 2000（H12）年の介護保険制度開始以来、要介護認定者数は増加している。

１－９ 要介護度別認定者数の推移



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

948,600世帯 25～34歳

1,214,000世帯 45～54歳

2,139,200世帯 65歳以上

家計主年齢階層別の世帯年収（東京都）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

1,183,500世帯 夫婦のみの世帯

1,459,600世帯 夫婦と子供から成る世帯

854,600世帯 一人親の世帯

3,664,000世帯 単独世帯

家族類型別の世帯年収（東京都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

241,200世帯 公営の借家

2,868,500世帯 民営借家

住宅の所有関係別の世帯年収（東京都）

100万円未満 100～150万円未満 150～200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満

500～700万円未満 700～1000万円未満 1000～1500万円未満 1500～2000万円未満 2000万円以上 不詳

１ 人口・世帯数の動向

１－10 世帯年収の状況

12

◇ 家族類型別では、単独世帯や一人親世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

◇ 家計主年齢階層別では、25歳未満、65歳以上の世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

◇ 住宅の所有関係別では、借家（公営、UR･公社）の世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

単独世帯 3,664,000世帯

一人親の世帯 428,100世帯

夫婦と子供から成る世帯 1,459,600世帯

夫婦のみの世帯 1,183,500世帯

総数 7,235,400世帯

給与住宅 226,200世帯

民営借家 2,868,500世帯

UR・公社の借家 202,700世帯

公営の借家 241,300世帯

持家 3,235,200世帯

総数 7,235,400世帯

65歳以上 2,139,200世帯

55～64歳 1,141,300世帯

45～54歳 1,214,000世帯

35～44歳 950,100世帯

25～34歳 948,500世帯

25歳未満 309,200世帯

総数 7,235,400世帯



１ 人口・世帯数の動向
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◇ 都内在住外国人の約50％以上が20代・30代の若年層

１－11 外国人人口の年齢別構成

（資料）「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」／東京都総務局 を基に作成

※2026（R8）年１月１日現在

6.8%
7.9%

13.3% 13.5%
14.4%

15.5%

28.5%

5.5%

7.2%

31.2%

24.4%

14.5%

9.2%
8.0%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

10歳未満 10代 20代 30代 40代 50代 60歳以上

東京都全体 在住外国人

R8企画部会②



１ 人口・世帯数の動向

14

◇ 近年はネパール、ベトナム、ミャンマー国籍の割合が増加し、多国籍化が進展

１－12 国籍別在住外国人割合

中国

41.4%

韓国

20.8%フィリピン

6.6%

ベトナム

4.9%

ネパール

4.1%

米国

3.7%

インド

2.1%

タイ

1.6%

ミャンマー

1.6%

英国

1.2%

その他

12.0%

2016（H28）年 2026（R8）年

（資料）「外国人人口」／東京都総務局 を基に作成

（注） 2016年の統計数字は、中国は台湾を、韓国は朝鮮を含む。

2025（R7）年

中国

38.3%

韓国

11.6%ネパール

8.1%

ベトナム

7.3%

ミャンマー

5.0%

フィリピン

4.8%

台湾

3.1%

米国

2.9%

インド

2.6%

インドネシア

2.0% その他

14.4%

R8企画部会②



１ 人口・世帯数の動向

１－13 区市町村別国籍別外国人人口

15

◇ 中国籍は江東区で最も多く、韓国籍は新宿区で最も多い。

◇ ベトナム国籍及びフィリピン国籍は江戸川区や足立区に多く在住。

◇ 区市町村によって在住外国人の状況は異なっている。

※2026（R8）年１月１日現在

国籍 第１位 第２位 第３位

1 中国 江東区 20,585 人 足立区 20,100 人 新宿区 19,778 人

2 韓国 新宿区 9,071 人 足立区 6,786 人 練馬区 4,482 人

3 ネパール 新宿区 5,592 人 大田区 4,912 人 板橋区 4,609 人

4 ベトナム 江戸川区 4,734 人 足立区 4,604 人 大田区 3,256 人

5 ミャンマー 豊島区 5,504 人 北区 3,540 人 新宿区 3,411 人

6 フィリピン 足立区 4,001 人 江戸川区 3,476 人 大田区 3,103 人

7 台湾 新宿区 1,982 人 豊島区 1,333 人 世田谷区 1,292 人

8 米国 港区 2,798 人 世田谷区 2,563 人 渋谷区 1,453 人

9 インド 江戸川区 8,248 人 江東区 4,239 人 台東区 804 人

10 インドネシア 江戸川区 1,401 人 足立区 1,148 人 大田区 962 人

（資料）「外国人人口」／東京都総務局 を基に作成

国籍 第１位 第２位 第３位

1 中国 江東区 新宿区 足立区

2 韓国 新宿区 足立区 江東区

3 ベトナム 江戸川区 足立区 大田区

4 ネパール 新宿区 大田区 豊島区

5 フィリピン 足立区 江戸川区 大田区

6 ミャンマー 豊島区 新宿区 北区

7 台湾 新宿区 豊島区 世田谷区

8 米国 港区 世田谷区 渋谷区

9 インド 江戸川区 江東区 台東区

10 インドネシア 江戸川区 足立区 大田区

R8企画部会②



１ 人口・世帯数の動向

16

◇ 公営の借家（都営住宅、区市営住宅等）における外国人のいる世帯は、増加傾向

１－14 公営の借家における外国人のいる世帯の推移

世帯数
(A)

うち外国人のいる世帯数
(B)

割合
(B/A)

令和２年国勢調査 250,594 11,937 4.8%

平成27年国勢調査 264,698 10,888 4.1%

平成22年国勢調査 275,872 9,689 3.5%

（資料）国勢調査／総務局



１ 人口・世帯数の動向

17

◇ 総世帯での居住状況でみると、持ち家と民営借家がほとんどだが、外国人の世帯でみると「民営

の借家」が50％強と一番多い。

◇ 一方、「種別ごとの外国人の居住割合」で見ると、「都市再生機構・公社の借家」の割合が、

「民間の借家」の割合を逆転し、若干上回る状況

１－15 種別ごとの外国人居住状況

種別
総世帯 (A) 外国人のいる世帯 (B) 種別ごとの外国人の

居住割合(B/A)(構成比) (構成比)

持ち家 3,295,617 46% 92,808 27% 3%

民営の借家 2,983,764 41% 177,108 52% 6%

公営の借家 250,594 3% 11,937 4% 5%

都市再生機構・公社の借家 210,327 3% 18,978 6% 9%

給与住宅 265,261 4% 10,995 3% 4%

間借り 139,114 2% 24,676 7% 18%

住宅以外に住む一般世帯 71,973 1% 4,017 1% 6%

総数 7,216,650 340,519 5%

（資料）令和２年国勢調査／総務局 より作成



１ 人口・世帯数の動向
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１－16 夫婦と子供世帯の数

149

153

157
159

130

140

150

160

170

2005年

（Ｈ17）

2010年

（Ｈ22）

2015年

（Ｈ27）

2020年

（R2）

（資料）「国勢調査」／総務省統計局を基に作成

（万世帯）

R8企画部会①

◇ 都内の夫婦と子供世帯数は159万世帯



１ 人口・世帯数の動向
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◇ 共働き世帯の割合は増加しており、６割を超えている。

１－17 共働きの状況

（資料）「令和４年度「東京の子供と家庭」」／福祉局

40.5%

46.1%

53.8%

61.5%

66.7%

30%

40%

50%

60%

70%

2002年

（Ｈ14）

2007年

（Ｈ19）

2012年

（Ｈ24）

2017年

（Ｈ29）

2022年

（Ｒ４）

R8企画部会①



２ 住宅ストックの状況（１）

２－１ 住宅ストック数と世帯数の推移

２－２ 建て方別住宅ストック構成比の推移

２－３ 建て方、構造、所有関係別の住宅ストック構成比

２－４ 所有関係別住宅ストック構成比の推移

２－５ 家計主年齢階層別持ち家率の推移

２－６ 住宅ストックの平均床面積の推移

２－７ 住宅の築後経過年数

２－８ 住宅の建築時期別ストック数

２－９ 滅失住宅の平均築後年数の推移

２－10 住宅の耐震化の状況

２－11 空き家数・空き家率の推移、空き家の種類別内訳

２－12 空き家数・空き家率の推移（全国との比較）

20



２ 住宅ストックの状況（２）

２－13 空き家の種類別内訳（全国との比較）

２－14 空き家の種類別の腐朽・破損の状況

２－15 空き家の類型ごとの状況

２－16 「空き家予備軍」の状況（高齢者世帯の住まいの状況）

２－17 分譲マンション新規着工戸数・着工累計戸数

２－18 着工から40年以上のマンション戸数の推移

２－19 マンション管理の現状（管理状況届出制度）

２－20 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況

２－21   区市町村別の長期不在等の空き家率の状況

２－22   区市町村別の壊れた空き家数の状況

２－23   区市町村別の壊れた空き家率の状況

２－24   区市町村別の空き家予備軍の状況
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２ 住宅ストックの状況（３）

２－25 区市町村別の空き家予備軍率の状況

２－26 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（総数）

２－27   区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（戸建）

２－28   区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（マンション）

２－29   区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（戸建）

２－30 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（マンション）

２－31   区市町村別の空き家予備軍の状況（戸建）

２－32   区市町村別の空き家予備軍の状況（マンション）
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1958

（S33）

1963

（S38）

1968

（S43）

1973

（S48）

1978

（S53）

1983

（S58）

1988

（S63）

1993

（H5）

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

住宅数（万戸） 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 767.2 820.1

世帯数（万世帯） 196.9 269.2 317.9 366.4 391.5 409.5 436.0 472.0 500.5 548.7 598.5 651.0 685.6 729.5

空き家率（％） 2.2 2.7 4.0 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11.0 10.8 11.1 11.1 10.6 10.9

10.9 
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100
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（万戸，万世帯） (％)

（資料）住宅・土地統計調査／総務省※世帯数は、住宅以外の建物に居住している世帯を含む

２－１ 住宅ストック数と世帯数の推移

◇ 住宅・土地統計調査によると、2023（R５）年において住宅ストック数（約820万戸）は、

総世帯数（約730万世帯）に対し 1.12倍となっている。

２ 住宅ストックの状況
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148.4万戸, 34.5%

144.5万戸, 31.0%

149.8万戸, 30.3%

160.9万戸, 29.6%

168.7万戸, 28.4%

179.7万戸, 27.8%

182.1万戸, 26.8%

190.1万戸, 26.3%

2875.9万戸, 52.7%

3.1%

2.7%

2.3%

1.9%

1.6%

1.8%

1.7%

長屋建

12.9万戸、1.8%

2.3%

97.7万戸, 22.7%

90.9万戸, 19.5%

83.5万戸, 16.9%

73.2万戸, 13.5%

61.5万戸, 10.3%

62.4万戸, 9.6%

64.4万戸, 9.5%

共同住宅（木造）

57.8万戸、8.0%

6.1%

167.0万戸、38.8%

213.6万戸、45.8%

245.4万戸、49.7%

296.6万戸、54.6%

352.0万戸、59.3%

390.6万戸、60.3%

419.6万戸、61.7%

460.3万戸、63.6%

2042.8万戸、38.7%

0.9%

1.0%

0.9%

0.5%

0.4%

0.4%

0.4%

0.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1988（S63）

(430万戸)

1993（H5）

(466万戸)

1998（H10）

(494万戸)

2003（H15）

(543万戸)

2008（H20）

(594万戸)

2013（H25）

(647万戸)

2018（H30）

(681万戸)

2023（R5）

(724万戸)

（年）
一戸建 長屋建 共同住宅（木造） 共同住宅（非木造） 不詳

2023（R5）

（5,567万戸）

共同住宅（計）

518.0万戸、71.6％

一戸建 共同住宅（非木造）

２－２ 建て方別住宅ストック構成比の推移

◇ 東京都における共同住宅（非木造）の割合は増加しており、2023（R５）年では63.6％と

なっている。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

東

京

都

全

国
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22.8％

1,644,700戸

65,500戸 0.9％

3.3％ 239,300戸

2.8％ 202,700戸

190,100戸 2.6％ 4.8％ 345,100戸

20.6％

1,485,800戸

6.0％

431,800戸

0.6％

45,７00戸

32.3％

2,329,900戸

持ち家

民営借家

公営住宅

公社 ＵＲ

給与住宅ほか

共同住宅

（木造）

8.0％

共同住宅（非木造）

63.8％

２－３ 建て方、構造、所有関係別の住宅ストック構成比

◇ 東京都における住宅ストックは、共同住宅（非木造）の民営借家、戸建住宅の持ち家、共同

住宅（非木造）の持ち家の順に多い。

２ 住宅ストックの状況

（備考）空き家、所有関係不詳等を除く戸数

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

戸建住宅

26.4％
長屋住宅

1.8％

1.4％

98,900戸
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41.4%、178.3万戸

39.6%、１84.5万戸

41.5%、205.1万戸

44.8%、243.3万戸

44.6%、265.1万戸

45.8%、296.2万戸

45.0%、306.3万戸

持ち家

44.4%、318.4万戸

60.5%、3,321万戸

4.6%

6.4%

4.9%

3.8%

3.4%

2.6%

2.4%

給与住宅

3.1%、22.5万戸

2.3%

5.3%

5.2%

5.1%

5.1%

4.6%

4.1%

3.6%

公営の借家

3.4%、24.1万戸

3.2%

4.3%

3.9%

4.0%

4.1%

3.8%

3.6%

3.0%

都市再生機構・公社の借家

2.8%、20.3万戸

1.3%

40.0%、172.3万戸

39.2%、182.5万戸

41.6%、205.4万戸

37.1%、201.5万戸

37.1%、220.6万戸

37.6%、243.2万戸

40.0%、272.4万戸

民営借家

40.0%、286.4万戸

28.5%、1,564万戸

4.4%

5.7%

3.0%

5.2%

6.4%

6.3%

5.9%

6.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1988（S63）

1993（H5）

1998（H10）

2003（H15）

2008（H20）

2013（H25）

2018（H30）

2023（R5）

2023（R5）

（年）
持ち家 給与住宅 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 不詳

東

京

都

全

国

（430万戸）

（466万戸）

（494万戸）

（543万戸）

（594万戸）

（647万戸）

（681万戸）

（717万戸）

（5,489万戸）

借家 49.3％

353.3万戸

２－４ 所有関係別住宅ストック構成比の推移

◇ 東京都における持ち家率は、2003（H15）年以降、ほぼ横ばいで推移している。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省 26
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（資料）住宅・土地統計調査／総務省

２－５ 家計主年齢階層別持ち家率の推移

◇ 2008（H20）年から2023（R５）年の15年間で、25~64歳の持ち家率が低下傾向にあ

り、65歳以上の持ち家率はほぼ同率である。

２ 住宅ストックの状況
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（資料）住宅・土地統計調査／総務省 27



27.5 

37.7 
46.4 

16.1 

25.4 
27.4 

33.9 

42.8 

49.3 

16.6 

25.1 

29.3 
26.3 

31.0 
32.3 

14.5 

26.8 29.0 

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

1988

（S63）

1993

（H5)

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

2023

（R5）

（㎡）

（年）

持ち家 借家

持ち家（一戸建） 民営借家

持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家

93.2 
90.5 

118.3 

35.1 
39.8 

45.4 

107.4 109.0 

128.9 

31.6 

38.1 

44.2 

68.5 69.2 
72.8 

42.6 
47.6 

51.1 

20

40

60

80

100

120

140

1988

（S63）

1993

（H5)

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

2023

（R5）

（㎡）
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持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家

全国東京都

所有関係別及び建て方別住宅ストックの
一人当たり平均床面積の推移（全国、都）

所有関係別及び建て方別住宅ストックの
平均床面積の推移（全国、都）

東京都 全国

２－６ 住宅ストックの平均床面積の推移

◇ 東京都における一住宅当たりの平均床面積を所有関係別に見ると、持ち家（90.5㎡）と借

家（39.8㎡）では大きな差がある。また、持ち家の建て方別に見ると、一戸建（109.0㎡）

と共同住宅（69.2㎡）では大きな差がある。

◇ 東京都における一人当たり平均床面積は年々増加している。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省 28
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2021年～2023年9月
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住宅の建築の時期・構造別ストック構成比（東京都）住宅の築後経過年数別ストック構成比（東京都）

※築年数は令和５年調査、不詳は除く

２－７ 住宅の築後経過年数

◇ 東京都における築44年以上を経過した住宅ストック（新耐震基準導入以前（1980（S55）

年以前）に建築された住宅）は全体の約16％である。

２ 住宅ストックの状況

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

※築年数は令和５年調査
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（東京都）
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（東京都）

724万戸

全住宅

（全国）

5,567万戸

1970（S45）以前 1971（S46）～1980（S55） 1981（S56）～1990（H2） 1991（H3）～2000（H12）

2001（H13）～2010（H22） 2011（H23）～2020（R2） 2021（R3）～ 不詳

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

２－８ 住宅の建築時期別ストック数

◇ 全国の全住宅ストックの約20％、東京都の全住宅ストックの約16％が新耐震基準導入以前

に建築されている。

◇ 都の木造戸建住宅の約20％が新耐震基準導入以前に建築されている。

２ 住宅ストックの状況

30



（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 に基づき、国土交通省と同様の計算方法により東京都住宅政策本部が作成

２－９ 滅失住宅の平均築後年数の推移

◇ 東京都における滅失住宅の平均築後年数の推移をみると、1998（H10）年以降は30年程

度で推移しており、全国平均と比べて短くなっている。

２ 住宅ストックの状況
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（年度）

２－10 住宅の耐震化の状況

◇ 2024（R６）年度末における、耐震性がある住宅の割合は、約93.4％である。

２ 住宅ストックの状況

（注）数字は各年度末のもの

（資料）東京都耐震改修促進計画（令和８年３月改定）／東京都都市整備局
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賃貸用の空き家 売却用の空き家

二次的住宅 空き家率

2023（R５）年

空き家総数

896,500戸

（東京都）

二次的住宅
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1.1%
売却用の空き家

43,800戸

4.9%

一戸建(木造)

68,300戸

7.6% 一戸建(非木造）
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0.7% 長屋建

3,700戸
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共同住宅(非木造)
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その他

1,500戸
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賃貸・売却用及び

二次的住宅を

除く空き家

214,200戸

23.9%

賃貸用の空き家

629,000戸

70.1%

空き家の種類別の空き家数の推移 空き家の種類別内訳

２－11 空き家数・空き家率の推移、空き家の種類別内訳

◇ 空き家の総数はこの35年で2.2倍（41.1万戸→89.7万戸）に増加

◇ 空き家の種類別の内訳では、「賃貸又は売却用の住宅」が35年で2.4倍に増加

◇ 「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」のうち、「共同住宅（非木造）」が一番多く、次

いで「一戸建（木造）」が多い。

２ 住宅ストックの状況

（注）令和５年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更 33（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省
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（万戸）
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賃貸用の空き家 売却用の空き家

二次的住宅 空き家率

２－12 空き家数・空き家率の推移（全国との比較）

◇ 都の空き家総数は2018（H30）年に減少したが、2023（R５）年に増加しており、経年的

に見ると全国と同じく増加傾向にある。

◇ 都の空き家率は1998（H10）年以降概ね横ばいで推移している一方、全国の空き家率は

増加を続けている。

２ 住宅ストックの状況

東京都 全国

（注）令和５年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更 34（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省



東京都

2023（R５）年

空き家総数

9,001,600戸

（全国）

二次的住宅

383,500戸

4.3%

賃貸用の空き家

4,435,800戸

49.3%

売却用の空き家
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3.6%
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3,856,000戸

42.8%

全国

24

２－13 空き家の種類別内訳（全国との比較）

◇ 都は全国と比較して、賃貸用の住宅の割合が高く、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き

家の割合が低い。また、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家のうち、都は一戸建（木

造）の割合が低く、共同住宅（非木造）の割合が高い。

２ 住宅ストックの状況

（注）令和５年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更

2023（R５）年

空き家総数

896,500戸

（東京都）

二次的住宅

9,600戸

1.1%
売却用の空き家

43,800戸

4.9%

一戸建(木造)

68,300戸

7.6% 一戸建(非木造）

6,200戸

0.7% 長屋建

3,700戸

0.4%

共同住宅(木造)

21,800戸
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共同住宅(非木造)

112,700戸

12.6%

その他

1,500戸

0.2%

賃貸・売却用及び
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除く空き家

214,200戸

23.9%

賃貸用の空き家

629,000戸

70.1%

35（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省
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共同住宅（非木造）

その他

賃貸用の空き家

売却用の空き家

二次的住宅

腐朽・破損あり 腐朽・破損なし

賃
貸
・
売
却
用
及
び

二
次
的
住
宅
を
除
く
空
き
家

全国東京都

（注）令和５年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更

◇ 東京都の空き家において、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家の腐朽・破損ありの割

合が相対的に高い（約17.5％）が、全国の割合（約23.2％）と比較すると低い。

◇ 東京都の賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家では、一戸建（木造）、長屋建、共同

住宅（木造）で有の割合が概ね25%と高い。これらは、全国で同様の傾向がみられる。

２ 住宅ストックの状況

賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く空き家

賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く空き家

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

２－14 空き家の種類別の腐朽・破損の状況
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戸建：約２万戸

（賃貸用約５千戸、売却用約１万戸）

共同住宅等：約59万戸

（賃貸用約56万戸、売却用約３万戸）

空き家

腐朽・破損なし

・壁や柱など主要部分が腐朽した

空き家

・売却用の空き家

・賃貸マンションの空室 など

・物置となっている空き家

・相続問題が未解決な空き家

・古く不便な立地の空き家 など

＜市場流通用の空き家＞ ＜長期不在等の空き家＞ ＜壊れた空き家＞

約90万戸

約79万戸

約61万戸 約18万戸 約11万戸

（資料）戸数は令和５年住宅・土地統計調査／総務省 による

※「腐朽・破損なし」の空き家

のうち、「賃貸用の空き家」及

び「売却用の空き家」

※「腐朽・破損なし」の空き

家のうち、「賃貸・売却用及

び二次的住宅を除く空き家」

戸建：約５万戸

共同住宅等：約12万戸

戸建：約３万戸

共同住宅等：約８万戸

２－15 空き家の類型ごとの状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①
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◇ 都内の空き家は約90万戸

◇ そのうち、市場流通用の空き家は約61万戸、長期不在等の空き家は約18万戸



高齢者世帯の住まいの状況（持ち家・借家）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

２－16 「空き家予備軍」の状況（高齢者世帯の住まいの状況）

◇ 65歳以上の世帯員のいる世帯の住まいの状況は、持ち家は約７割、借家は約３割

◇ このうち、65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家（約100万戸）は、将

来空き家になるおそれがある「空き家予備軍」

２ 住宅ストックの状況
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65歳以上の世帯員のいる世帯

234万世帯（32.3%）

その他の世帯

490万世帯（67.7%）

単身
94万世帯
（13.0%）

夫婦のみ
57万世帯
（8.0%）

その他
83万世帯
（11.3%）

単身
273万世帯
（37.7%）

夫婦のみ
61万世帯
（8.4%）

その他
156万世帯
（21.6%）

54万世帯

24万世帯

9万世帯

6万

世帯
6万世帯

44万

世帯 64万世帯

161万世帯

246万世帯

9万世帯

7万世帯

67万世帯

11万世帯
3万世帯

3万世帯
4万世帯

4万世帯

持ち家

民営借家 公社UR

公営住宅
給与住宅ほか

住宅に居住している世帯数 724万世帯（100%）

「空き家予備軍」

約100万戸



2.4万戸50万戸超

50.9万戸

100万戸超

103.6万戸

150万戸超

151.6万戸

200万戸超

202.5万戸

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1971

（S46）

1976

（S51）

1981

（S56）

1986

（S61）

1991

（H3）

1996

（H8）

2001

（H13）

2006

（H18）

2011

（H23）

2016

（H28）

2021

（R3）

東京都内マンション新規着工戸数 東京都内マンション着工累積戸数

新規着工戸数（万戸） 着工累積戸数（万戸）

（年）

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、住宅着工統計／東京都住宅政策本部 を基に作成

（備考）1970（S45）年以前のストック集計は「平成10年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算

２－17 分譲マンション新規着工戸数・着工累計戸数

◇ 2025（R７）年の都内分譲マンションの新規着工戸数は約2.4万戸であり、着工累積戸数

は約204.9万戸である。

２ 住宅ストックの状況
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12.6
24.6

42.8
55.1

65.0

86.9

30.2

30.5

22.2

31.8

52.7

59.2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2023

（R5）

2028

（R10）

2033

（R15）

2038

（R20）

2043

（R25）

2048

（R30）
（年）

50年以上 40年以上50年未満

（万戸）

（

55.1万戸
65.0万戸

86.9万戸

117.7万戸

146.1万戸

42.8万戸

２－18 着工から40年以上のマンション戸数の推移

◇ 築40年以上経過したマンションの戸数は、建替えが進まなければ、 2048（R30）年には

2023（R５）年の約3.41倍 に達する見込み

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、住宅着工統計／東京都住宅政策本部 を基に作成

（備考）1970（S45）年以前のストック集計は「平成10年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算 40



無し

83.6%

有り

16.4%

【管理不全の兆候の有無】

管理組合の有無 なし：4.8％

管理規約の有無 なし：4.7％

修繕積立金の有無 なし：5.4％

修繕の計画的な実施の有無 なし：10.3％

※ 1983（S58）年以前に建築された６戸以上のマンションの管理状況届出を義務化

要届出７項目のうち、１つでも無しの場合、管理不全の兆候あり

２－19 マンション管理の現状（管理状況届出制度）

◇ 都は、マンション管理条例に基づき、管理組合がマンションの管理状況を届け出る「管理状況届

出制度※」を2020（R２）年４月１日から開始

◇ 2026（R８）年３月末では、要届出マンションの約96.5％から届出がなされており、このうち

約16.4％において管理不全の兆候が見られた

２ 住宅ストックの状況

●届出数 10,810件（届出率：約96.5％）

主な届出項目

41
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

長期不在等の空き家数

～ 2,000戸

2,000戸～ 4,000戸

4,000戸～ 6,000戸

6,000戸～ 8,000戸

8,000戸～10,000戸

10,000戸～12,000戸

12,000戸～14,000戸

14,000戸～16,000戸

16,000戸～

データなし

２－20 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

長期不在等の空き家率

～1％未満

1％～2％

2％～3％

3％～4％

4%～5%

5%～6%

6%以上

データなし

２－21 区市町村別の長期不在等の空き家率の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の長期不在等の空き家率の状況は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

壊れた空き家数

～1,000戸

1,000戸～2,000戸

2,000戸～3,000戸

3,000戸～4,000戸

4,000戸～5,000戸

5,000戸～6,000戸

6,000戸～7,000戸

7,000戸～8,000戸

8,000戸～

データなし

２－22 区市町村別の壊れた空き家数の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の壊れた空き家数の状況は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

壊れた空き家率

～1％未満

1％～2％

2％～

データなし

２－23 区市町村別の壊れた空き家率の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の壊れた空き家率の状況は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

空き家予備軍数

～ 5,000戸

5,000戸～10,000戸

10,000戸～15,000戸

15,000戸～20,000戸

20,000戸～25,000戸

25,000戸～30,000戸

30,000戸～35,000戸

35,000戸～40,000戸

40,000戸～45,000戸

45,000戸～

データなし

２－24 区市町村別の空き家予備軍の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の空き家予備軍の状況は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

空き家予備軍率

～20％未満

20％～25％

25％～30％

30％～35％

35%～40%

40%以上

データなし

２－25 区市町村別の空き家予備軍率の状況

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会①

◇ 区市町村別の空き家予備軍率（持ち家総数に対する空き家予備軍）の状況は以下のとおり。
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凡例

市場流通用の空き家数

～ 5,000戸

5,000戸～10,000戸

10,000戸～15,000戸

15,000戸～20,000戸

20,000戸～25,000戸

25,000戸～30,000戸

30,000戸～35,000戸

35,000戸～40,000戸

40,000戸～

データなし

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

２ 住宅ストックの状況

２－26 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（総数） R8企画部会②

◇ 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（総数）は以下のとおり。
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

市場流通用の空き家数

～ 100戸

100戸 ～ 200戸

200戸 ～ 300戸

 300戸 ～ 400戸

400戸 ～ 500戸

500戸 ～ 600戸

 600戸 ～ 700戸

700戸 ～ 800戸

800戸 ～

データなし

２ 住宅ストックの状況

R8企画部会②

◇ 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（戸建）は以下のとおり。

２－27 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（戸建）

49



（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

市場流通用の空き家数

～ 5,000戸

5,000戸～10,000戸

10,000戸～15,000戸

15,000戸～20,000戸

20,000戸～25,000戸

25,000戸～30,000戸

30,000戸～35,000戸

35,000戸～

データなし

R8企画部会②

◇ 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（マンション）は以下のとおり。

２ 住宅ストックの状況

２－28 区市町村別の市場流通用の空き家数の状況（マンション）
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

長期不在等の空き家数

～ 500戸

500戸～1,000戸

1,000戸～1,500戸

1,500戸～2,000戸

2,000戸～2,500戸

2,500戸～3,000戸

3,000戸～3,500戸

3,500戸～

データなし

R8企画部会②

◇ 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（戸建）は以下のとおり。

２ 住宅ストックの状況

２－29 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（戸建）
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

長期不在等の空き家数

～ 2,000戸

2,000戸～ 4,000戸

4,000戸～ 6,000戸

6,000戸～ 8,000戸

8,000戸～10,000戸

10,000戸～12,000戸

12,000戸～14,000戸

14,000戸～16,000戸

16,000戸～

データなし

R8企画部会②

◇ 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（マンション）は以下のとおり。

２ 住宅ストックの状況

２－30 区市町村別の長期不在等の空き家数の状況（マンション）
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

空き家予備軍数

～ 5,000戸

5,000戸～10,000戸

10,000戸～15,000戸

15,000戸～20,000戸

20,000戸～25,000戸

25,000戸～30,000戸

30,000戸～35,000戸

データなし

R8企画部会②

◇ 区市町村別の空き家予備軍の状況（戸建）は以下のとおり。

２ 住宅ストックの状況

２－31 区市町村別の空き家予備軍の状況（戸建）
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市

西東京市

八王子市

羽村市
東久留米市

東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

（備考）人口1.5万人未満の自治体（奥多摩町、檜原村、島しょ部の町村）は調査対象外

凡例

空き家予備軍数

～ 5,000戸

5,000戸～10,000戸

10,000戸～15,000戸

15,000戸～20,000戸

20,000戸～25,000戸

25,000戸～30,000戸

30,000戸～35,000戸

35,000戸～40,000戸

データなし

２－32 区市町村別の空き家予備軍の状況（マンション） R8企画部会②

◇ 区市町村別の空き家予備軍の状況（マンション）は以下のとおり。

２ 住宅ストックの状況
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３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか（１）

３－１ 住宅の所有関係別住宅数・割合

３－２ 公的住宅の管理戸数及び高齢化の状況

３－３ 都営住宅の管理戸数分布

３－４ 都営住宅居住者の高齢化推移

３－５ 都営住宅の過去の応募倍率と応募状況

３－６ 都営住宅等の建設年度別ストックの状況

３－７ 公社一般賃貸住宅の建設年度別ストックの状況

３－８ 公的住宅の耐震化の状況

３－９ 高齢者の世帯の状況（居住形態、要介護、要支援認定率）

３－10 高齢者の住まいの状況（１住宅あたりの延床面積）

３－11 高齢者の住替え意向

３－12 住宅確保要配慮者の入居に対する状況
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３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか（２）

３－13 高齢者の入居に対する状況

３－14 セーフティネット住宅の区市町村別戸数分布

３－15 サービス付き高齢者向け住宅等の区市町村別戸数分布

３－16   都施行型都民住宅のストック

３－17   都営住宅ストックの状況（建設年代別に見た団地と建物）

３－18   都営住宅世帯員の年齢分布

３－19 住宅確保要配慮者の住まいの状況

３－20 高齢者単独世帯数と全世帯に占める割合の推移

３－21 高齢者の会話頻度、抑うつ傾向

３－22 高齢者の住替え意向等

３－23 高齢者が住まいに求めること
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持家(戸建）

164.5万戸

22.7%

持家(共同住宅等）

159.1万戸

22.0%

民営借家

286.9万戸

39.6%

給与住宅

22.6万戸

3.1%

UR・公社の借家

20.3万戸

2.8%

公営の借家

24.1万戸

3.3%

不詳

46.1万戸

6.4%

住宅の所有関係別住宅数・割合（東京都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査（総務省）

全

住

宅

持 家

賃貸住宅

民営借家

給与住宅

ＵＲ・公社

の借家

公営の

借家

戸建て

共同住宅

主に低所得者向け

所有が公的主体

以外が87.5%

◇ 都内の住宅は、持家及び民間賃貸住宅で、約９割を占めている。

３－１ 住宅の所有関係別住宅数・割合

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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名義人・世帯主の

年齢区分

都営住宅

（名義人）

2025（R７）年３月末現在

公社一般賃貸住宅

（名義人）

2025（R７）年３月末現在

都市機構賃貸住宅

（全国・世帯主）

2020（R２）年

～ 64歳 31.6％ 52.5％ 51.5％

65歳 ～ 68.4％ 47.5％ 48.5％

都営住宅等

都民住宅 区市町村住宅 高優賃
公社一般

賃貸住宅

都市機構

賃貸住宅
【計】

都施行 その他 公営 その他 都施行 区市施行

総数 247,838 3,874 118 22,178  6,423 50 1,050 70,961 159,626 512,514 

○ 公的住宅における名義人等の年齢区分別世帯の割合

○ 公的住宅の管理戸数 （2025（R7）年３月末現在） （戸）

（資料）東京都住宅政策本部

（備考） ・都営住宅等には、改良住宅、再開発住宅、コミュニティ住宅、更新住宅、従前居住者用住宅を含む。

・区市町村住宅の公営は公営住宅、借上公営住宅の戸数で、その他は特定公共賃貸住宅、特定優良賃貸住宅、改良住宅、区市町村単独住宅等の戸数。

・一部の区の都市機構賃貸住宅には、区施行の高優賃が含まれるため、区分ごとの合計が計と一致しない。

３－２ 公的住宅の管理戸数及び高齢化の状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 都内には、約51万戸の公的住宅ストックがある。

◇ 都営住宅の居住者の名義人が65歳以上である世帯の割合は、約７割である。

※ 公的住宅とは、都営住宅等、都民住宅、区市町村住宅、高優賃、公社一般賃貸住宅、都市機構賃貸住宅のこと
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（資料）都営住宅 － 東京都住宅政策本部、公社住宅 － 東京都住宅供給公社、都市機構賃貸住宅 － 都市再生機構

（備考）・名義人とは世帯の代表者で、同居者は含まれない。

・都営住宅 －改良住宅等を除く。

名義人・世帯主の

年齢区分

都営住宅

（名義人）

2025（R７）年３月末現在

公社一般賃貸住宅

（名義人）

2026（R８）年３月末現在

都市機構賃貸住宅

（全国・世帯主）

2020（R２）年

～ 64歳 31.6％ 52.8％ 51.5％

65歳 ～ 68.4％ 47.2％ 48.5％

都営住宅等

都民住宅 区市町村住宅 高優賃
公社一般

賃貸住宅

都市機構

賃貸住宅
【計】

都施行 その他 公営 その他 都施行 区市施行

総数 247,838 3,874 118 22,178  6,423 50 1,050 70,878 159,626 512,514 

○ 公的住宅における名義人等の年齢区分別世帯の割合

○ 公的住宅の管理戸数 （2026（R8）年３月末現在）

R8企画部会②では未更新。
（民住・公社担当・調査担当
（UR）からは高優賃・公社住宅の
数値を受領したが、都住・区市町村
営の数値がきていないため）

下段の年齢区分別世帯の割合につい
て、URの更新は８月頃目途（調査
担当）



※令和７年３月末時点

管理戸数：247,838戸

空き住戸数：26,008戸

入居中件数

空き住戸（公募用）

空き住戸（事業用）

戸数

区部 157,833

市町村部 90,005

合計 247,838

板橋区
［11,853戸］

江戸川区
［12,530戸］

文京区
［516戸］

中野区
［2,192戸］

墨田区
［6,472戸］

江東区
［18,406戸］

中央区
［1,450戸］

港区
［4,933戸］

品川区
［3,403戸］

大田区
［6,369戸］

八王子市
［10,692戸］

日野市
［2,724戸］

立川市
［4,988戸］

福生市
［757戸］

昭島市
［3,882戸］

東大和市
［3,476戸］

調布市
［4,401戸］

狛江市
［1,677戸］

稲城市
［1,238戸］

多摩市
［4,693戸］

町田市
［7,995戸］

青梅市
［405戸］

264

17 11

千代田区
［292戸］

1,348

6042

4,421

425
87

6,317

419 149

新宿区
［6,885戸］ 465

429

786
78
36

台東区
［900戸］

5,670

284
518

16,392

1,343

671

3,191

212

589

3612

目黒区
［637戸］

5,676

418
275

5,314

352

138

1,972

169
83

渋谷区
［2,224戸］

1,938

136118

2,599

223174

1,061

88
159

11,106

1,107

418

荒川区
［3,982戸］

北区
［12,631戸］

豊島区
［1,308戸］

3,631

261
90

10,636

816

401

10,840

707

248

杉並区
［2,996戸］

練馬区
［11,795戸］

25,407

2,018

705

10,939

1,105

81

葛飾区
［12,125戸］

11,730

671

129

9,568

1,032

92

4,472

465
51

1,811

138
17

武蔵野市
［1,966戸］

3,495

299
89

三鷹市
［3,883戸］

377

28

4,221

35317

府中市
［4,591戸］

3,416

38977

3,889

285
227

6,911

991

93

595

53

小金井市
［648戸］

4,868

599 3

小平市
［5,470戸］

国分寺市
［1,687戸］

2,412

242
70

4,959

737
6

東村山市
［5,702戸］

1,498

1836

1,700

18881

国立市
［1,969戸］

4,860

55074

670

87

1,579

953

2,923

540
13

3,120

562
27

2,258

230
36

西東京市
［5,484戸］

東久留米市
［2,524戸］

3,591

514 12

武蔵村山市
［4,117戸］

4,080

495
118

1,129

109

314

35

羽村市
［349戸］

822

156

瑞穂町
［978戸］

足立区
［28,130戸］

世田谷区
［5,804 戸］

清瀬市
［3,709戸］

◇ 都営住宅約25万戸の約64％が区部に立地（団地数 約1,600団地）

３－３ 都営住宅の管理戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

R8企画部会②

◇ 都営住宅約25万戸の約64％が区部に立地（団地数 約1,600団地）
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

【名義人が65歳以上の世帯数の割合（％）】

◇ 都営住宅の居住者の名義人が65歳以上である世帯の割合は、68.2％

３－４ 都営住宅居住者の高齢化推移

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

60（資料）東京都住宅政策本部

（H22） （H26） （R元） （R7）

R8企画部会②



64.7

56.3
52.4 54.3

56.4 57.8
54.1 52.5

46.2
48.6

42.3

48.6
50.8

31.4
29.3

43.2

33.7 32.6
28.1

29.3 28.9 27.0 25.3
21.5

14.7 13.6 13.4
10.9 11.3

8.1 7.5 6.00.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

2010

（H22）

2015

（Ｈ27）

2020

（R2）

2025

  (R7)

単身者向 世帯向

【令和７年度の応募状況】

◎世帯向募集 ◎期限付き入居募集（若年夫婦・子育て世帯向）

【応募状況の推移】 〈期限付き入居募集〉〈一般募集（期限なし）〉

（注）応募割れ戸数：５戸募集して応募が４件あった場合、５戸と計算 （資料）東京都住宅政策本部

（注）若年ファミリー向は、2018年度から若年夫婦・子育て世帯向に改称

多子世帯向は若年夫婦・子育て世帯向に統合

倍
率

年度

募集戸数
応募割れ

戸数

応募割れ

戸数割合

区部 272 64 23.5%

多摩部 151 97 64.2%

合計 423 161 38.1%

募集戸数
応募割れ

戸数

応募割れ

戸数割合

区部 5,286 800 15.1%

多摩部 3,822 1,878 49.1%

合計 9,108 2,678 29.4%

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(R2)

2025
(R7)

募集戸数 応募者数 倍率

３－５ 都営住宅の過去の応募倍率と応募状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

61

年度

（倍）（戸・人）

R8企画部会②

◇ 全体の応募倍率が１倍を超えていても、立地条件等により応募割れする住戸もある。

◇ 世帯向の募集では区部で約15％、多摩部で約49％の住戸で応募割れ。

◇ 期限付き入居の募集では区部で約24％、多摩部で約64％の住戸で応募割れ。



昭和49年度まで 約７万戸

（資料）東京都住宅政策本部（2026（R8）年３月31日現在）

（備考）2013（H25）年度までは建設年度別の管理戸数、2014（H26）年度以降は建設戸数

◇ 都営住宅等ストック約25万戸のうち約７万戸は、昭和40年代以前に建設されており、順次、

改修、建替えを進めている。

３－６ 都営住宅等の建設年度別ストックの状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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1950         1955         1960          1965          1970         1975          1980          1985         1990          1995         2000          2005         2010          2015          2020 2025

（戸）

R8企画部会②



◇ 公社一般賃貸住宅のストック約7.1万戸のうち約4.0万戸は、昭和40年代以前に建設されて

おり、順次、改修、建替えを進めている。
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（S49）
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（S55）
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（S61）

1992

（H4）

1998

（H10）

2004

（H16）

2010

（H22）

2016

（H28）

2022

（R4）

（戸）

（年度）

昭和49年度まで 約4.0万戸

（資料）東京都住宅供給公社（2026（R8）年３月末）

３－７ 公社一般賃貸住宅の建設年度別ストックの状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

63
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年度
2020年度末

（令和２）

2021年度末

（令和３）

2022年度末

（令和４）

2023年度末

（令和５）

2024年度末

（令和６）

耐震化率 96.6% 97.5% 98.0% 98.5% 99.1%

○都営住宅の耐震化の状況

○公社住宅は、2020（R2）年度に耐震化率100％を達成

（資料）東京都住宅政策本部

※2020（R2）年12月に都営住宅耐震化整備プログラムを改定し、2025（R7）年度末までに100％とすることを目標としている。

◇ 都営住宅の耐震化は、計画的に進められている。

３－８ 公的住宅の耐震化の状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

64



３－９ 高齢者の世帯の状況（居住形態、要介護、要支援認定率）

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 地域別の特徴をみると、東京、特に区部においては、単独で暮らす高齢者が多いことが特徴

◇ 高齢者の約8割は要介護（要支援）認定を受けていない元気で自立した高齢者である。

65

高齢者の居住形態 地域別・年齢別家族類型の内訳 東京都の要介護・要支援認定率
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67.1%

95.3%

78.7%

32.9%

4.7%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後期高齢者

前期高齢者

高齢者全体

自立高齢者 要介護・要支援認定者

（資料）「介護保険事業状況報告（月報）（2025年７月）」／厚生労働省（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成



３－10 高齢者の住まいの状況（１住宅当たりの延床面積）

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

持ち家の１住宅当たり延床面積 賃貸住宅の１住宅当たり延床面積

R8企画部会②

◇ 持ち家については、65歳以上の夫婦のみ世帯の約35％が100㎡以上の住宅に居住しており、

単独世帯の約55％の世帯が70㎡以上の住宅に居住

◇ 賃貸住宅の１住宅当たりの延床面積は、全体的に見て持ち家に比べて狭いが、65歳以上の

夫婦のみ世帯の約20％が70㎡以上の住宅に居住しており、単独世帯の約20％の世帯が50

㎡以上の住宅に居住
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持ち家 賃貸住宅

◇ 元気なうちに住替えをしたいと考える高齢者は７割以上いるが、実際に住替えを行った高齢者

は１割以下

◇ 全国的にみると、55歳～64歳の世帯も65歳以上の世帯も、近年賃貸住宅に住み替えた割

合が増加している。

３－11 高齢者の住替え意向

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

67

高齢者の住替えの時期 住替え先の所有形態

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

元気なうちに, 

73.8%

介護が必要になってから,

 26.2%

最近の住替え・改善（リフォーム）の状況

（資料）令和５年住生活総合調査／総務省 を基に作成 （資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

（資料）「高齢消費者の住まいに関する意識調査結果」（2022年8月調査）／（公社）

全国有料老人ホーム協会・（一社）高齢者住宅協会 を基に作成
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R8企画部会①



67.3%(35社)

46.2%(24社)

51.9%(27社)

65.4%(34社)

13.5%(7社)

71.2%(37社)

15.4%(8社)

0% 20% 40% 60% 80%

家賃滞納

孤独死が理由で、次の入居者が決まらない

孤独死の発生時、賃貸借契約の解除に時間がかかる

孤独死の発生時、残置物の処分に時間がかかる

階段・段差等での転落・転倒事故

近隣住民とのトラブル（騒音やゴミの出し方など）

その他

３－12 住宅確保要配慮者の入居に対する状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感を有している。

◇ 住宅確保要配慮者が入居した物件において発生した困ったことの上位は、「近隣住民とのトラブ

ル」、「家賃滞納」、「孤独死後の残置物の処分」

68

住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識 住宅確保要配慮者が入居した物件において発生した困ったこと

（資料）第59回社会資本整備審議会住宅宅地分科会（2024年12月16日）会議

資料／国土交通省 抜粋

東京ささエール住宅（専用住宅）の登録戸数

（資料）東京都住宅政策本部

（資料）東京都住宅政策本部
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◇ 高齢者の４人に１人以上が、「年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否」を経験。「年収

200万円未満」の人は27.7％、「年収200万円以上」の人が26.4％とほとんど差がなかった。

◇ 高齢者を含む住宅確保要配慮者の入居に際して大家が求める居住支援策として、７割以上

の賃貸人が「定期的な見守り・安否確認」を挙げており、貸主からも、高齢者の入居に際して見

守り機能の強化の取組が求められている。

３－13 高齢者の入居に対する状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

69

（資料）令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料（令和７

年６月）／厚生労働省・国土交通省 抜粋

年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否の有無 高齢者等の受け入れのために必要と思われる支援策

（資料）東京都住宅政策本部

43.7%(59社)

70.4%(95社)

74.8%(101社)

63.7%(86社)

43.0%(58社)

70.4%(95社)

61.5%(83社)

8.9%(12社)

0% 20% 40% 60% 80%

セーフティネット住宅と住宅確保要配慮者のマッ

チング（入居促進）

身元保証や緊急連絡先の引受

定期的な見守り・安否確認

緊急時の駆けつけ

近隣や家主とのトラブル対応

死後事務委任（賃貸借契約の解除、行政へ

の諸手続など）

家財処分・遺品整理

その他

R8企画部会②

（資料）「高齢者の住宅難民問題に関する実態調査」／ R65不動産



◇ 区市町村により登録戸数に差がみられる。

３－14 セーフティネット住宅の区市町村別戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

70
（資料）セーフティネット住宅情報提供システムより東京都住宅政策本部調べ

R8企画部会①



◇ 区部周辺部、多摩地域で比較的多く登録されている。

（資料）東京都住宅政策本部調べ（令和８年３月末時点）

３－15 サービス付き高齢者向け住宅等の区市町村別戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

71

R8企画部会①



板橋区
［28戸］
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墨田区
［119戸］
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国立市
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西東京市
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瑞穂町
［15戸］
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清瀬市
［35戸］
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39

20

7

101
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88

6

9

1

60

11

111
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77

11

369
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37

11

158

21
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46
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66
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青梅市
［16戸］

13

3

41

1

9

3

58

22

105

3

29

1

424

40

152

23

31

4

111

34

12

3

管理戸数 ：3,681戸

空き住戸数：430戸

※令和６年度末時点

３－16 都施行型都民住宅のストック

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

R8企画部会②

◇ 都施行型都民住宅のストックは以下のとおり。
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〇建設年代別専用面積 ※令和７年３月末時点

３－17 都営住宅ストックの状況（建設年代別に見た団地と建物）

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 専用面積は、昭和40年代以前は30㎡台、50年代前半は50㎡台、50年代後半以降は60

㎡台が最も多く、年代とともに広くなっている。

◇ 昭和40年代住棟の間取りは２DKと３DKが多く、昭和50年代住棟は３DKが多く、どちらも

ファミリー世帯向けとなっている。

R8企画部会②

～30㎡ ～40㎡ ～50㎡ ～60㎡ ～70㎡ 70㎡超

昭和40年代以前 46戸 48,525戸 14,170戸 3,537戸 174戸

昭和50年代前半 71戸 3,795戸 23,021戸 2,573戸 57戸

昭和50年代後半 82戸 5,533戸 11,196戸 120戸

昭和60年代以降 32,260戸 23,062戸 32,850戸 41,460戸 9,584戸

計 46戸 80,856戸 41,109戸 64,941戸 55,403戸 9,761戸

73

※平成28年12月末時点
（一般都営住宅、改良住宅・再開発住宅等及び閉鎖住宅を含む）



３－18 都営住宅世帯員の年齢分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

R8企画部会②

74

◇ 都内全体、都営住宅ともに高齢化が進展

◇ 都営住宅は若年単身が入居対象でないため、若い世代が少ない一方、高齢者が多い。
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都営住宅世帯員の年齢分布（都内全体との比較付き）

平成26年度末（都営住宅・棒線）

令和６年度末（都営住宅・棒線）

平成27年１月（都内全体・折線）

令和７年１月（都内全体・折線）

都内の人口

都営住宅の

入居者数

入居者の高齢化

若年層の転出
経年変化

（資料）住民基本台帳／総務省年齢



３－19 住宅確保要配慮者の住まいの状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

75

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

※第41－１表を使用

※合計世帯数は「1_持ち家」の総数と「2_借家」の和。割合の算定もこの数値を基に算出

合計

1,015,600

世帯

合計

2,335,000

世帯

◇ 世帯年収200万円未満の世帯のうち、民営借家に居住している割合は５割弱となっている。

◇ 65歳以上の世帯員のいる世帯約234万世帯のうち、民間住宅に居住している割合は９割弱

で持ち家率は約７割となっている。

東京における住宅の所有関係割合

（世帯の年間収入200万円未満）

65歳以上の世帯員のいる世帯の住宅の所有関係割合

R8企画部会②



３－20 高齢者単独世帯数と全世帯に占める割合の推移

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

76
（資料）「高齢者の居住安定確保プラン（令和６年３月）」／東京都 から作成
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R8企画部会②

◇ 東京では、今後単身高齢世帯が大幅に増加する見込みとなっている。



３－21 高齢者の会話頻度、抑うつ傾向

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 単身高齢者は他世代に比べ会話の頻度が低い傾向にあり、会話頻度が低い者は孤独を感じ

やすい傾向にある。

◇ 会話の頻度が高いほど抑うつ程度が低くなる傾向が見られる。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

２週間に１回以下

４-７日に１回

２-３日に１回

毎日 常に・しばしば感じる

時々感じる

たまに感じる

ほとんど感じない

まったく感じない

無回答

（資料）「生活と支え合いに関する調査」（2022）／国立社会保障・人口問題研究所

（資料）「一人暮らし高齢者に関する意識調査」（2014）／内閣府0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日

１週間に１～３回

１ヶ月に２回未満 ０点

１点

２点

３点

４点

５点

会話頻度別 抑うつ尺度

会話頻度別 孤独感の程度

R8企画部会②

◇ 単身高齢者は他世代に比べ会話の頻度が低い傾向にあり、会話頻度が低い者は孤独を感じ

やすい傾向にある。

◇ 会話の頻度が高いほど抑うつ程度が低くなる傾向が見られる。

77



３－22 高齢者の住替え意向等

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

78

◇ 高齢者の住宅への不満として、 「将来の身体機能が低下した際の対応が不十分」 や｢安全

性・快適性が低い｣の項目が高くなっている。

◇ 高齢者の事故の６割以上が住戸内で発生している。

（資料）「救急搬送データからみる日常生活の事故」（令和６年）／東京消防庁

住宅への不満理由 救急搬送された高齢者の事故発生場所別の構成割合

（資料）東京都住宅政策本部調べ（令和７年）

4.1%

32.7%

28.6%

57.1%

13.8%

62.1%

13.8%

58.6%

その他の理由

将来の身体機能が低下した際の

対応が不十分であるため不満である

サービスを選べる環境が

乏しいため不満である

安全性・快適性が低いため

不満である

65-89歳(n=29) 55-64歳(n=49)

R8企画部会②

◇ 高齢者の住宅への不満として、 「将来の身体機能が低下した際の対応が不十分」 や｢安全

性・快適性が低い｣の項目が高くなっている。

◇ 高齢者の事故の６割以上が住戸内で発生している。



３－23 高齢者が住まいに求めること

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

79

◇ 高齢者が現在の住まいの地域に安心して住み続けるために必要なこととして、「かかりつけ医等
健康面での受け皿」（56.4%）、「近所の人との支え合い」（50.2%）が高い割合を示して
いる。

◇ 高齢者が住まいや地域の環境について重視することとしては、「医療や介護サービスなどが受けや
すいこと」（61.4%）、「駅や商店街が近く、移動や買い物が便利であること」（54.1%）が
高い割合を示している。

（資料）「令和５年度 高齢者の住宅と生活環境に関する調査結果」／内閣府

現在の住まいの地域に安心して住み続けるために必要なこと 住まいや地域の環境について重視すること

R8企画部会②

◇ 高齢者が現在の住まいの地域に安心して住み続けるために必要なこととして、「かかりつけ医等

健康面での受け皿」（56.4%）、「近所の人との支え合い」（50.2%）が高い割合を示して

いる。

◇ 高齢者が住まいや地域の環境について重視することとしては、「医療や介護サービスなどが受けや

すいこと」（61.4%）、「駅や商店街が近く、移動や買い物が便利であること」（54.1%）が

高い割合を示している。



４ 住宅市場の動向

４－１ 地域別新築マンション価格の推移

４－２ 建築費の推移

４－３ 新設住宅着工戸数の推移及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移

４－４ 新築分譲マンションの販売戸数

４－５ 地域別中古マンション価格の推移

４－６ 既存住宅市場の成約件数の推移

４－７ 居住借家の平均家賃の推移

４－８ 住宅ローン金利の推移

80



４－１ 地域別新築マンション価格の推移

４ 住宅市場の動向

◇ この10年間で都内新築マンション価格は上昇

◇ 区部では近年の価格上昇が顕著である一方、多摩部の上昇率は緩やか

81出典：不動産経済研究所公表データより作成

（万円）
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４－２ 建築費の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 建築費は1991（H３）年をピークに下落が続いていたが、近年上昇傾向にあり、2025

（R７）年には、35万円／㎡を超えている。

82
（資料）建築統計年報／国土交通省

146.4 

231.2 

204.5 

187.8 188.7 

202.9 

235.9 249.0 

353.9 

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

300.0

320.0

340.0

360.0

380.0

1985

（S60）

1990

（H2）

1995

（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2025

（R7）

（千円／㎡）

（年）

R8企画部会①



令和７年

都122,130戸

国740,667戸
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新設住宅着工戸数の推移 利用関係別新設住宅着工戸数の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 2025（R７）年の新設住宅着工戸数は、122,130戸となり、対前年比0.8％の減少となっ

た。

◇ 2009（H21）年に新設住宅着工戸数は落ち込み、その後、2017（H29）年まで増加傾

向にあったが、近年では減少傾向になっている。

83
（資料）建築統計年報／東京都都市整備局、住宅着工統計／東京都住宅政策本部

４－３ 新設住宅着工戸数の推移及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移 R8企画部会①



４－４ 新築分譲マンションの販売戸数

４ 住宅市場の動向

◇ マンションの販売戸数は減少傾向

84
（資料）全国マンション市場動向／（株）不動産経済研究所 を基に作成
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４－５ 地域別中古マンション価格の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 中古マンション価格も近年は上昇傾向にあるが、従来から地域による価格差が大きい

◇ 近年の都内全域の平均価格上昇は区部での上昇が要因。多摩部では大きな上昇は見られな

い。

85
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（資料）不動産情報ライブラリ／国土交通省 より作成
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7,646

6,973

3,667

7,828

7,105

3,780

R8企画部会②



４－６ 既存住宅市場の成約件数の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 既存住宅の成約件数は、全体では増加傾向となっている（マンションは増加傾向、戸建住宅

は横ばい）。
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（資料）（公財）東日本不動産流通機構
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居住借家の１か月当たりの延べ面積１㎡当たり平均家賃の推移

東京都 全国

2023（R5）年 戸当たり平均家賃

（円）

東京都 全国

借家全体 88,266 60,630

民営借家 94,802 65,496

公営の借家 28,722 25,234

都市再生機構・

公社の借家
89,986 71,842

給与住宅 66,940 42,312

４－７ 居住借家の平均家賃の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 居住借家の１か月当たりの延べ面積１㎡当たり平均家賃は、2013（H25）年まで概ね横

ばいで推移していたが、近年では上昇傾向にある。
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（資料）住宅・土地統計調査／総務省
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４－８ 住宅ローン金利の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 住宅ローンとして利用されているのは、令和５年度末で変動金利が約７割

88
（資料）令和６年度民間住宅ローンの実態に関する調査結果報告書（令和７年３月）

／国土交通省

※ 各年1月時点の金利

（資料）ダイヤモンド不動産経済研究所調査

住宅ローン金利の推移 貸出残高における金利タイプ別割合の推移

固定金利

変動金利



５ 住生活に対するニーズ

５－１ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５－２ 住宅に対する評価及び居住環境に対する評価

５－３ 世帯類型別の住宅に対する考え方及び居住環境に対する考え方

５－４ 持家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５－５ 持家・借家別の住宅に対する評価

５－６ 住宅の個別要素に対する評価

５－７ 居住環境の個別要素に対する評価

５－８ 住宅・居住環境の各要素の重要度
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◇ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関して、不満率は減少してきたが、 令和５年は

平成30年より「不満率」が増加（2.2ポイント）
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不満率
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17.9%
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不満率
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R8企画部会①

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

５－１ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５ 住生活に対するニーズ



住宅に対する評価（東京都） 居住環境に対する評価（東京都）

◇ 住宅に対する評価に関して、不満率は減少してきたが、令和５年は平成30年より「不満率」が

増加（1.8ポイント）

◇ 居住環境に対する不満率は増減を繰り返しながら減少傾向である。
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R8企画部会①

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

５－２ 住宅に対する評価及び居住環境に対する評価

５ 住生活に対するニーズ
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◇ 世帯類型の違いによる満足度の差はあまりみられない。

493,800
549,900 30,600 619,200 220,300

904,100

1,187,000
67,200 1,468,700 534,000

209,600
357,500

27,200 446,500 152,200
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5,000 9,500 0 8,000 6,800
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1,646,400 2,154,900 129,800 2,654,700 969,600

夫婦のみの世帯 親と子の世帯 三世代世帯 単独世帯 単独世帯

（65歳以上）

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不明

世帯類型別の住宅及び居住環境に対する総合満足度（東京都）

R8企画部会①

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

５－３ 世帯類型別の住宅に対する考え方及び居住環境に対する考え方

５ 住生活に対するニーズ
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◇ 住宅及び居住環境に対する不満率を比較すると、常に借家が持家を上回る割合で推移してい

る。

【持家】 【借家】

不満率

22.3%
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R8企画部会①

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

５－４ 持家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５ 住生活に対するニーズ
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５－５ 持家・借家別の住宅に対する評価
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◇ 住宅に対する不満率を比較すると常に借家が持家を上回る割合で推移している。

【持家】 【借家】

不満率

32.0% 不満率
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不満率

33.3%
不満率

30.1%

R8企画部会①

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

５ 住生活に対するニーズ
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いたみの少なさ

外部からの騒音などに対する遮音性

上下階や隣戸・隣室からの騒音などに対する遮音性

地震に対する安全性

防犯性

広さや間取り

水回りの広さ、使い勝手

火災に対する安全性

居間など主たる居住室の採光
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子どもへの配慮（安全確保等）

平成25年

平成30年

令和５年

95

◇ 2018（H30）年と2023（R５）年の差をみると、おおむね不満率は減少しているが、「断熱

性」（+3.5ポイント）、「エネルギー消費性能（光熱費の節約）」（+2.5ポイント）、「維持

管理のしやすさ」（+1.0ポイント）、「広さや間取り」（+0.5ポイント）は増加している。

５－６ 住宅の個別要素に対する評価

注 「子どもへの配慮（安全確保等）」は、令和５年調査の新設項目

注 「上下階や隣戸・隣室からの騒音などに対する遮音性」は、平成30年調査では項目から除外されていた。
（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

R8企画部会①

５ 住生活に対するニーズ
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◇ 2018（H30）年と2023（R５）年の差をみると、おおむね不満率は減少しているが、「文化

施設（図書館等）の利便」（+5.8ポイント）、「日常の買物などの利便」（+0.7ポイント）

は増加している。

５－７ 居住環境の個別要素に対する評価
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18.5%
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14.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

近隣のシェアオフィスなど自宅や職場以外で仕事のできる環境

敷地やまわりのバリアフリー化の状況

周辺からの延焼のしにくさ

敷地の広さや、日当たり・風通しなどを確保できる空間のゆとり

騒音・大気汚染の少なさ

道路の歩行時の安全性

災害時の避難のしやすさ

文化施設（図書館等）の利便

親・子・親せきとの距離

まちなみ・景観

水害・津波・土砂災害の受けにくさ

近隣の人やコミュニティとの関わり

公園や緑、水辺などの自然環境

医療・福祉・介護施設などの利便

治安

日常の買物などの利便

子育て・教育環境（公園、保育園、学童、習い事、学習塾等）の充実度

通勤・通学の利便

平成25年

平成30年

令和５年

注 「近隣のシェアオフィスなど自宅や職場以外で仕事のできる環境」は、令和５年調査の新設項目

注 「敷地やまわりのバリアフリー化の状況」は、平成30年調査では項目から除外されていた。
（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

R8企画部会①

５ 住生活に対するニーズ
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※ （住）：住宅の評価の個別要素 （環）：居住環境の評価の個別要素

◇ 住宅・居住環境において、最も重要と思われている上位３項目は、「日常の買物などの利便」、

「治安」、「広さや間取り」である。

５－８ 住宅・居住環境の各要素の重要度

※公園、保育園、学童、習い事、学習塾等
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台風や水害に対する安全性

災害時の避難のしやすさ

火災に対する安全性

維持管理のしやすさ

敷地の広さや、日当たり・風通しなどを確保できる空間のゆとり

公園や緑、水辺などの自然環境

重要と思う その他 不明
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6.3%

6.2%

5.8%

5.7%

5.1%

5.0%

4.8%

4.6%

4.1%

3.6%

0.9%

85.0%

85.6%

85.6%

86.6%

87.6%

87.7%

87.9%

88.4%

88.5%

88.9%

88.8%

89.6%

89.7%

89.9%

90.2%

90.6%

91.1%

93.7%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.4%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.3%

5.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

道路の歩行時の安全性

プライバシー確保

騒音・大気汚染の少なさ

水回りの広さ、使い勝手

高齢者への配慮（段差がない等）

断熱性

近隣の人やコミュニティとの関わり

まちなみ・景観

いたみの少なさ

周辺からの延焼のしにくさ

子育て・教育環境（※）の充実度

エネルギー消費性能（光熱費の節約）

換気のよさ（臭いや煙などが残らない）

親・子・親せきとの距離

文化施設（図書館等）の利便

子どもへの配慮（安全確保等）

敷地やまわりのバリアフリー化の状況

近隣のシェアオフィスなど自宅や職場以外で仕事のできる環境

重要と思う その他 不明

（資料）令和５年住生活総合調査／国土交通省

R8企画部会①

５ 住生活に対するニーズ
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＜社会の変化＞

人口増・世帯増 大都市への集中

住宅難の解消 量の確保から質の向上へ

＜住宅政策の課題と対応の方向性＞

高度経済成長 バブル景気オイルショック

◆ 都の住宅政策・住宅マスタープラン（MP）

1950(S25) 1975(S50) 2000(H12) 2025(R7)

人口減・世帯増
高齢者・単身世帯増

市場機能・ストック重視へ
豊かな住生活の実現

リーマンショック

・東日本大震災

コロナショック

・阪神淡路大震災

東京都住宅建設五箇年計画 東京都住宅マスタープラン

★ ★

・全国の住宅総数が
世帯総数を上回る
（1968）

・全都道府県で住宅
総数が世帯総数を
上回る（1973）

・最低居住水準未満
世帯が１割を下回る
（1988）

・全国の世帯の約半分が
誘導居住水準を達成
（2003）

◆ 国の住宅政策

住宅金融公庫法(1950(S26)）

公営住宅法(1951(S27)）

日本住宅公団法(1955(S31)）
★ ★

住宅建設五箇年計画 住生活基本計画

住宅建設計画法(1966(S41)) 住生活基本法(2006(H18))

・戦災・引揚者等による約420万戸の住宅不足

市場機能・既存ストック活用公的住宅の新規建設中心

★住宅基本条例(1992(H4)) ★住宅基本条例全面改正 (2006(H18))

1966(S41) 1991(H3)
※全国に先駆け策定
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1966(S41) 2006(H18)

● ●● ● ● ●

６－１ 住宅政策の変遷

６ 都の住宅政策の変遷

※ （住）：住宅の評価の個別要素 （環）：居住環境の評価の個別要素

◇ 社会の変化に応じて、戸数の確保→質の向上→ストック重視と政策転換しながら時代の要請に対応

◇ 都は、全国に先駆けて住宅マスタープランを策定し、住宅政策を総合的かつ計画的に推進
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